
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成19年12月20日 

【中間会計期間】 第61期中（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

【会社名】 ライト工業株式会社 

【英訳名】 RAITO KOGYO CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  佐丸 雄治 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区九段北４丁目２番35号 

【電話番号】 東京(3265)2551（大代表） 

【事務連絡者氏名】 執行役員 経理部長  上村 吉貞 

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区九段北４丁目２番35号 

【電話番号】 東京(3265)2551（大代表） 

【事務連絡者氏名】 執行役員 経理部長  上村 吉貞 

【縦覧に供する場所】 ライト工業株式会社 北関東支店 

（埼玉県さいたま市浦和区仲町３丁目12番６号JS－１ビル） 

ライト工業株式会社 横浜支店 

（神奈川県横浜市港北区新横浜３丁目18番９号新横浜ICビル） 

ライト工業株式会社 名古屋支店 

（愛知県名古屋市中村区畑江通４丁目22番地） 

ライト工業株式会社 大阪支店 

（大阪府吹田市江坂町１丁目16番８号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 23,352 25,720 23,237 65,518 66,648 

経常利益又は経常損失

（△） 
(百万円) △2,592 △424 △1,034 △2,844 1,230 

中間（当期）純損失

（△）又は当期純利益 
(百万円) △2,796 △425 △1,198 △3,582 1,181 

純資産額 (百万円) 36,726 33,884 33,418 35,101 35,339 

総資産額 (百万円) 65,181 61,021 61,155 63,351 66,908 

１株当たり純資産額 (円) 697.28 643.34 634.51 666.44 670.98 

１株当たり中間（当期）

純損失（△）又は１株当

たり当期純利益 

(円) △53.08 △8.08 △22.75 △68.02 22.43 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 56.3 55.5 54.6 55.4 52.8 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) 2,797 382 3,851 966 414 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) △1,506 △606 △348 △1,112 △592 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) 526 1,043 △1,428 △3,399 527 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(百万円) 10,986 6,450 8,158 5,630 5,979 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者

数〕 

(人) 
1,231 

〔301〕

1,169 

〔327〕

1,152 

〔336〕

1,178 

〔303〕

1,129 

〔352〕



(2）提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (百万円) 21,509 24,179 21,016 59,603 61,713 

経常利益又は経常損失

（△） 
(百万円) △955 △138 △876 522 1,642 

中間（当期）純損失

（△）又は当期純利益 
(百万円) △2,823 △343 △1,032 △3,543 1,015 

資本金 (百万円) 6,119 6,119 6,119 6,119 6,119 

発行済株式総数 (株) 57,804,450 57,804,450 57,804,450 57,804,450 57,804,450 

純資産額 (百万円) 36,792 34,031 33,475 35,168 35,237 

総資産額 (百万円) 60,109 57,647 58,196 59,670 63,317 

１株当たり純資産額 (円) 698.54 646.14 635.61 666.72 669.05 

１株当たり中間（当期）

純損失（△）又は１株当

たり当期純利益 

(円) △53.60 △6.52 △19.61 △67.27 19.28 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) － － － － － 

１株当たり配当額 (円) － － － 10 8 

自己資本比率 (％) 61.2 59.0 57.5 58.9 55.7 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者

数〕 

(人) 
1,114 

〔231〕

1,068 

〔251〕

1,027 

〔248〕

1,074 

〔232〕

1,034 

〔269〕



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

(2）提出会社の従業員の状況 

 平成19年９月30日現在 

 （注） 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりません。 

 福利の向上を図るため、役職員をもって互助機関を設置しております。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

建設事業 1,140 〔336〕 

商品・資材販売等事業 12 〔0〕 

合計 1,152 〔336〕 

従業員数（人） 1,027〔248〕 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

    当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国経済の減速懸念、原油をはじめとした原材料価格の高騰等の不

 安定要因を抱えつつも、企業の設備投資が引き続き増加基調を保つなど、景気は緩やかな回復基調を維持しまし 

 た。 

  建設業界におきましては、上記のとおり企業の設備投資の増加により民間建設投資は増加したものの、公共建設

 投資は依然として縮減傾向にあり、厳しい受注環境が続いております。 

  このような状況のもと、当社グループの当中間連結会計期間の売上高は、前年度からの繰越工事が前年同期に比

 べて少なかったことと、当社において当中間期に完成予定であった大型工事の完成計上が施工数量の増加等により

 下半期にずれ込んだことなどにより、前年同期比9.7％減の232億３千７百万円となりました。 

  利益面では、上記のとおり当社において売上高が減少したことにより、売上総利益は前年同期比13.7％減の28億

 ２千３百万円となりました。 

  また、営業損失は売上総利益が減少したことに加え、販売費及び一般管理費が、調査研究費の増加・貸倒引当金

 の積み増し等により増加したため、11億５千５百万円（前年同期は５億２千６百万円の損失）となりました。経常

 損失・中間純損失は各々10億３千４百万円（前年同期は４億２千４百万円の損失）、11億９千８百万円（前年同期

 は４億２千５百万円の損失）となりました。 

 「建設部門」 

  建設部門の連結売上高は、前年同期比10.1％減の229億９千７百万円となりました。その内訳は当社を含む国内法

 人の売上高が前年同期比10.3％減の218億６千３百万円、米国現地法人が前年同期比4.7％減の11億３千３百万円で 

 あります。 

  なお、当部門の受注高は前年同期比3.8％増の350億７千２百万円で、その主な工事種目別の状況は下記の通りで 

 あります。 

  ① 法面関連工事（法面保護工事、地すべり対策工事） 

   地震や台風などの大規模な災害復旧関連の斜面対策工事が減少したことにより、前年同期比4.7％減の152億２

   千６百万円となりました。 

  ② 基礎・地盤改良工事 

   国内の民間工場新設に伴う地盤改良工事及び民間工場等の液状化対策工事が増加したことより、前年同期比 

      24.8％増の135億５千３百万円となりました。 

  ③ 補修補強工事 

   大型の農業用水路の補修工事・橋梁橋脚補修工事を受注したことにより、前年同期比104.0％増の14億６千３ 

   百万円となりました。 

  ④ 環境修復工事 

   土壌汚染の調査件数は増加したものの、土壌汚染対策工事が減少したことと、環境配慮型の法面緑化工事が減

      少したことにより、前年同期比44.2％減の５億８千２百万円となりました。 

  ⑤ その他の工事（下水道管埋設工事ほか） 

   下水道管埋設工事が減少したこと等により、前年同期比18.2％減の42億４千５百万円となりました。 

 「商品・資材販売等部門」 

  当部門の売上高は２億４千万円であり、主なものは建設資材の販売等であります。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、38億５千１百万円の収入超過（前年同期は３億８千２百万円の収入超過）

となりました。これは主に、売上債権の減少による収入124億８千５百万円、未成工事受入金の増加による収入35億

５千８百万円及び減価償却費等の収入に対して、仕入債務の減少による支出57億３千１百万円及び未成工事支出金の

増加による支出50億９百万円等によるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、３億４千８百万円の支出超過（前年同期は、６億６百万円の支出超過）と

なりました。これは主に、投資有価証券の購入超過１億７千７百万円及び有形固定資産の取得超過１億９千８百万円

によるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、14億２千８百万円の支出超過（前年同期は10億４千３百万円の収入超過）

となりました。これは主に短期借入金の返済10億７百万円及び配当金の支払額４億２千１百万円によるものでありま

す。 

 以上により、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、新規連結に伴う現金及び現金同等物の

増加額１億７百万円を加え、前連結会計年度末より21億７千９百万円増加し81億５千８百万円となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）受注実績 

(2）売上実績 

 （注）１ 当連結企業集団では、建設事業以外は受注生産を行っておりません。 

２ 当連結企業集団では、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。 

事業・工事別 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

受注高（百万円） 
次期繰越工事高 
（百万円） 

受注高（百万円） 
次期繰越工事高 
（百万円） 

法面保護工事 9,829 13,761 10,270 14,105 

地すべり対策工事 6,138 6,817 4,955 5,228 

基礎・地盤改良工事 10,858 13,715 13,553 17,664 

補修・補強工事 717 1,049 1,463 2,008 

環境修復工事 1,044 1,665 582 882 

その他の工事 
管きょ 1,997 1,899 1,451 1,860 

その他 3,194 6,746 2,794 6,387 

合計 33,781 45,656 35,072 48,137 

事業・工事別 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

法面保護工事 7,013 27.3 5,747 24.7 

地すべり対策工事 6,074 23.6 3,706 15.9 

基礎・地盤改良工事 9,822 38.2 8,882 38.2 

補修・補強工事 582 2.3 719 3.1 

環境修復工事 523 2.0 889 3.8 

その他の工事 
管きょ 702 2.7 825 3.6 

その他 854 3.3 2,225 9.6 

建設事業計 25,573 99.4 22,997 99.0 

商品・資材販売等事業 146 0.6 240 1.0 

合計 25,720 100.0 23,237 100.0 



 なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。 

建設業における受注工事高及び施工高の状況 

(1）受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

 （注）１ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその

増減額を含んでおります。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。 

２ 期末繰越工事高の施工高は、手持工事高の工事進捗部分であります。 

３ 期中施工高は（期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致しております。 

期別 工種別 
期首繰越
工事高 
（百万円） 

期中受注
工事高 
（百万円）

計 
（百万円）

期中完成
工事高 
（百万円）

期末繰越工事高 
期中施工
高 
（百万円）

手持工事
高 
（百万円）

うち施工高 

（％） （百万円） 

前中間会計期間 

(自平成18年４月１日 

至平成18年９月30日) 

法面保護工事 10,945 9,831 20,777 7,020 13,756 31.7 4,365 9,278 

地すべり対策工事 6,753 6,138 12,892 6,081 6,811 28.9 1,971 5,288 

基礎・地盤改良工事 11,774 10,009 21,783 8,757 13,026 29.4 3,830 9,175 

補修・補強工事 914 735 1,650 600 1,049 21.5 226 686 

環境修復工事 1,144 1,044 2,188 523 1,665 19.8 330 693 

その他

の工事 

管きょ 604 1,997 2,602 702 1,899 15.3 290 815 

その他 3,573 1,422 4,995 494 4,500 22.2 1,000 1,002 

合計 35,710 31,179 66,890 24,179 42,710 28.1 12,013 26,939 

当中間会計期間 

(自平成19年４月１日 

至平成19年９月30日) 

法面保護工事 9,439 10,008 19,448 5,624 13,823 31.4 4,334 7,747 

地すべり対策工事 3,978 4,842 8,821 3,699 5,121 30.4 1,559 4,348 

基礎・地盤改良工事 12,814 11,835 24,649 7,952 16,696 31.0 5,177 9,074 

補修・補強工事 1,263 1,458 2,722 717 2,005 32.6 654 831 

環境修復工事 1,189 582 1,772 889 882 42.1 371 1,050 

その他

の工事 

管きょ 1,235 1,451 2,686 825 1,860 14.3 266 924 

その他 4,250 1,280 5,531 1,305 4,225 51.1 2,157 1,872 

合計 34,171 31,460 65,631 21,016 44,615 32.5 14,520 25,849 

前事業年度 

(自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日) 

法面保護工事 10,945 19,299 30,245 20,806 9,439 23.5 2,219 20,918 

地すべり対策工事 6,753 10,859 17,612 13,634 3,978 22.9 910 11,780 

基礎・地盤改良工事 11,774 19,409 31,183 18,369 12,814 30.0 3,842 19,411 

補修・補強工事 914 2,354 3,269 2,005 1,263 42.1 532 2,398 

環境修復工事 1,144 2,106 3,250 2,061 1,189 35.7 424 1,714 

その他

の工事 

管きょ 604 3,682 4,287 3,052 1,235 13.6 167 3,042 

その他 3,573 2,461 6,034 1,783 4,250 37.4 1,590 2,881 

合計 35,710 60,174 95,884 61,713 34,171 28.3 9,687 62,147 



(2）完成工事高 

 （注）１ 官公庁には、当社が建設業者から下請として受注したものを含んでおります。 

２ 完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。 

前中間会計期間 請負金額 300百万円以上の主なもの。 

当中間会計期間 請負金額 150百万円以上の主なもの。 

３ 前中間会計期間及び当中間会計期間ともに完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありま

せん。 

次へ 

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円） 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

法面保護工事 6,522 498 7,020 

地すべり対策工事 5,706 374 6,081 

基礎・地盤改良工事 6,092 2,664 8,757 

補修・補強工事 559 41 600 

環境修復工事 367 155 523 

その他

の工事 

管きょ 702 0 702 

その他 318 176 494 

計 20,269 3,910 24,179 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

法面保護工事 4,915 709 5,624 

地すべり対策工事 3,089 610 3,699 

基礎・地盤改良工事 6,254 1,698 7,952 

補修・補強工事 653 63 717 

環境修復工事 275 614 889 

その他

の工事 

管きょ 825 － 825 

その他 741 563 1,305 

計 16,756 4,260 21,016 

日本道路公団 

（現 東日本高速道路㈱） 
日本海東北自動車道岩城工事 

㈱大林組 大阪駅改良他工事に伴う杭工事 

清水建設㈱ 最終処分場整備工事（その２） 

国土交通省四国地方整備局 平成17－18年度森山地区地すべり対策補強工事 

㈱フジタ 浦ノ山地区直轄地すべり防止工事 

㈱大林組 

大豊建設㈱   

㈱松村組 

田中産業㈱ 

 共同企業体 北陸新幹線板倉トンネル工事 

㈱奥村組    

㈱松尾組 

 共同企業体 北４６工区トンネル改築工事その２ 

大鉄工業㈱   第一新出架道橋新設工事 

東京都建設局   中川左岸防潮堤耐震補強工事その２７ 

㈱間組   大分ＦＤドック新設工事 



(3）手持工事高（平成19年９月30日現在） 

 （注）手持工事高のうち、請負金額 300百万円以上の主なものは、次のとおりであります。 

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円） 

法面保護工事 12,549 1,274 13,823 

地すべり対策工事 4,427 693 5,121 

基礎・地盤改良工事 13,310 3,386 16,696 

補修・補強工事 1,986 18 2,005 

環境修復工事 427 454 882 

その他の工事 
管きょ 1,808 52 1,860 

その他 4,166 59 4,225 

計 38,676 5,939 44,615 

 西日本高速道路(株)    門真ジャンクションCランプ橋（下部）工事  平成21年４月 

 日本道路公団 

 (現 中日本高速道路(株)) 

   東名高速道路（改築）海老名北ジャンクション西工事  平成22年１月 

 (株)大林組 

 三井住友建設(株) 

 丸尾建設(株) 

  

 共同企業体 

  

  

 伊江農業水利事業伊江地下ダム建設工事 

  

  

 平成19年11月 

  

 農林水産省関東農政局    平成18年度中信平二期農業水利事業梓川幹線その2工事  平成20年３月 

 東京都都市整備局 
  取付擁壁設置工事及び地盤改良工事（19豊－４）に伴う

地盤改良工事 
 平成20年３月 



３【対処すべき課題】 

 建設業界におきましては、民間建設投資は堅調に推移するものと思われますが、公共建設投資は依然として縮減傾

向にあり、厳しい経営環境が続くものと予想されます。 

 当社グループといたしましては、地盤液状化対策、汚染土壌の修復・封じ込め、構造物等の補修補強などの分野に

積極的に取り組み受注の確保に努めるとともに、生産性の向上を図り、収益力の強化に努めてまいる所存でありま

す。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 



５【研究開発活動】 

 研究開発は、市場動向、事業領域の拡大並びに各事業分野の問題点の解決等に対応するため、幅広く取り組んでお

り、異業種、同業種、大学及び国土交通省等研究機関との共同開発も積極的に行っております。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費は169百万円であり、主な研究開発事項は次のとおりであります。 

  

 （1）法面保護・安定化技術 

 表層崩壊が予想される法面等において、格子状に配置された平板状補強材を地山に押込むことによって抑止力を発

生させ、安定化させるおびじめ工法を開発しました。当工法は新発想の斜面安定化技術で、環境にやさしく、維持管

理が容易で、作業性に優れた工法であります。また、近年、構造物の延命化対策が叫ばれていますが、法面構造物も

例外ではありません。そこで、老朽化しにくい斜面構造物を形成するため、耐久性の高い特殊モルタルを開発しまし

た。 

  わが国の河川護岸の多自然工法やダム湖岸の緑化対策、道路法面保護の緑化対策に適用する新工法として、３Ｄプ

ロテクションパネル工法を開発しました。当工法は、従来の平面的な金網形状とは異なる独自の三次元形状を持つパ

ネルに砕石等を敷き詰め緑化することによって、景観に配慮した多用途に対応が可能です。その他に、植生基盤材に

リサイクル材（現地発生土・チップ化した伐根・伐採木・下水汚泥コンポストなど）を利用するための研究も継続的

に行っております。   

  

 （2）耐震及び液状化対策技術 

 新潟県中越地震やこの度の能登半島地震でもマンホールの浮き上がりによる被害が多数発生しており、この原因

は、粘土等による透水性の悪い原地盤に開削工法で布設して砂などで埋め戻したために、その埋め戻し土が液状化し

たと言われております。この対策として、施工が容易でしかも安価なハットリング工法を開発しました。また、薬液

注入工による液状化対策技術の研究開発に積極的に取り組んでおり、注入材料や施工法の改良・改善のための研究開

発を継続して行っております。さらに、この種の技術を既設構造物直下（石油備蓄タンク等）の地盤等に適用するた

め、コンダクションナビ工法（指向性自在ボーリング）を開発しました。 

  

 （3）土壌汚染対策技術 

 土壌汚染対策技術は、継続的に無機・有機汚染物質の不溶化処理方法、油汚染土壌の浄化方法等の研究開発に取り

組んでいます。汚染対策技術の中でも、当社がこれまでに培ってきた施工技術（深層混合処理、地中連続壁、薬液注

入など）を活かせる原位置不溶化処理工法、遮断壁による封じ込め工法、バイオレメディエーションに関する研究開

発を積極的に行っています。また、汚染土壌の原位置封じ込め対策として原位置土とスラリー及び粉体状物質を混合

攪拌させ、地中に遮水壁を排泥ゼロで構築するエコクレイウォール工法を開発しました。 

  

 （4）コンクリート構造物のリニューアル技術 

 老朽化コンクリート構造物（トンネル、橋脚、下水道施設など）の補修は、今後、公共事業費に占める割合が拡大

していくことが予測されており、市場拡大を図る上で重要な技術として位置づけて、鋭意研究開発に努めておりま

す。その一連の成果として、従来のものより、安価で施工性の優れた背面空洞充填材料（R-CFG）を開発しました。

また、トンネルや利水構造物を対象としたRAITOパネル工法を開発しました。これは安価で機能性にすぐれたもので

補修対策、補強対策、漏水対策に使用できるものです。今後とも引き続き補修技術の開発を行っていきます。 

  

 （5）地盤改良で発生する排泥の減量・再利用化技術 

 地盤改良工事は、連続壁工法、機械攪拌工法及び高圧噴射工法に分類され、どの工法も多量の産業廃棄物である排

泥が発生します。最終処分場の確保がますます困難となる21世紀は、環境に配慮した工法を開発するニーズが高まっ

てきています。そこで、現位置撹拌型沈埋工法（ｅ－クリップ工法）の開発を行いました。この工法は現位置の土に

泥水を撹拌混合しながら下水管を沈埋布設するもので、従来よりも大幅に排泥、廃土の削減を可能としたものです。

  

 （6）空間画像情報処理技術（ＳＩ） 

 当技術は、デジタルカメラやビデオ、人工衛星などから得られた情報を2次元、3次元の画像に変換し、これらを利

用した簡易画像測量や、法面および地下空間のモンタージュ画像等の景観シミュレーションの作成、老朽化法面診

断、災害情報提供ネットワークサービス（イ－グル・アイ・ム－フィックス）などの提供を行なっています。また、

鉄道施設の維持管理のための画像情報処理技術の開発も行なっております。 

  

 なお、子会社においては、研究開発活動は特段行われておりません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 特記事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 198,000,000 

計 198,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 57,804,450  同左 
東京証券取引所 

市場第一部 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 57,804,450  同左 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）    2,534千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）       2,138千株 

日興シティ信託銀行株式会社（投信口）           1,394千株 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 57,804,450 － 6,119 － 6,358 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ライト工業株式会社 東京都千代田区九段北４－２－35 5,137 8.88 

 ゴールドマン・サックス・

インターナショナル 

(ゴールドマン・サックス証

券株式会社) 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB．

U.K 

(東京都港区六本木６-10-１ 六本木ヒル

ズ森タワー) 

3,121 5.40 

太陽生命保険株式会社 東京都港区海岸１－２－３ 2,734 4.73 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 2,629 4.54 

 日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１－８－11 2,534 4.38 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社  
 東京都港区浜松町２－11－３ 2,138 3.69 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６  1,975 3.41 

株式会社北陸銀行  富山県富山市堤町通り１－２－26 1,601 2.77 

日興シティ信託銀行株式会

社  
東京都品川区東品川２－３－14  1,394 2.41 

 インテーザ サンパオロ 

エスピーエー クライアンツ 

オムニバス アカウント   

(株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行決済事業部) 

 SERVIZIO TITOLI E BOLSA PIAZZA 

DELLASCALA 6 20121 MILANO ITALY 

(東京都千代田区丸の内２－７－１) 

1,000 1.72 

計 － 24,266 41.98 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が47,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数470個が含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式92株が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

5,137,000 

－ 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

52,601,800 
526,018 同上 

単元未満株式 
普通株式  

65,650 
－ １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 57,804,450 － － 

総株主の議決権 － 526,018 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

（自己保有株式）           

ライト工業株式会社 
東京都千代田区九

段北４－２－35 
5,137,000 － 5,137,000 8.88 

計 － 5,137,000 － 5,137,000 8.88 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 398 442 428 405 342 319 

低（円） 350 385 387 331 275 285 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令14号）

に準じて記載しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金預金     6,450 8,858   5,979 

２ 受取手形・完成工
事未収入金等 

※６   17,160 13,677   26,034 

３ 未成工事支出金     11,289 14,405   9,366 

４ その他たな卸資産     228 196   221 

５ 繰延税金資産     238 248   257 

６ その他     1,535 1,827   1,532 

貸倒引当金     △197 △225   △245 

流動資産合計     36,705 60.2 38,990 63.8   43,145 64.5

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物・構築物 ※５ 3,463   3,271 3,375   

(2）機械・運搬具・
工具器具・備品 

  3,176   2,823 3,118   

(3）土地 ※５ 9,737   9,660 9,697   

(4）その他   254 16,631 27.2 39 15,795 25.8 18 16,210 24.2

２ 無形固定資産   71 71 0.1 72 72 0.1 75 75 0.1

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券   5,069   4,300 4,820   

(2）繰延税金資産   471   681 574   

(3）長期未収入金   3,644   － －   

(4）その他   2,643   2,043 2,770   

貸倒引当金   △4,216 7,612 12.5 △728 6,297 10.3 △688 7,477 11.2

固定資産合計     24,315 39.8 22,165 36.2   23,763 35.5

資産合計     61,021 100.0 61,155 100.0   66,908 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 
・工事未払金等 

※６   13,056 11,838   17,489 

２ 短期借入金 ※４   2,769 1,243   2,258 

３ 未払法人税等     112 41   97 

４ 未成工事受入金     6,511 9,449   5,877 

５ 完成工事補償引当
金 

    67 66   68 

６ 工事損失引当金     － 317   335 

７ その他     1,773 2,143   2,441 

流動負債合計     24,290 39.8 25,101 41.1   28,568 42.7

Ⅱ 固定負債           

１ 再評価に係る 
繰延税金負債 

    1,435 1,435   1,435 

２ 退職給付引当金     352 422   546 

３ 債務保証損失引当
金 

※５   146 144   146 

４ 負ののれん     28 21   25 

５ その他 ※５   883 613   846 

固定負債合計     2,846 4.7 2,636 4.3   3,000 4.5

負債合計     27,137 44.5 27,737 45.4   31,568 47.2

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     6,119 10.0 6,119 10.0   6,119 9.1

２ 資本剰余金     6,358 10.4 6,358 10.4   6,358 9.5

３ 利益剰余金     22,923 37.6 22,920 37.5   24,530 36.7

４ 自己株式     △1,696 △2.8 △1,697 △2.8   △1,696 △2.5

株主資本合計     33,704 55.2 33,701 55.1   35,311 52.8

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券 
評価差額金 

    1,148 1.9 688 1.1   995 1.5

２ 土地再評価差額金     △1,053 △1.7 △1,053 △1.7   △1,053 △1.6

３ 為替換算調整勘定     84 0.1 81 0.1   85 0.1

評価・換算差額等合
計 

    179 0.3 △283 △0.5   27 0.0

純資産合計     33,884 55.5 33,418 54.6   35,339 52.8

負債純資産合計     61,021 100.0 61,155 100.0   66,908 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     25,720 100.0 23,237 100.0   66,648 100.0 

Ⅱ 売上原価     22,449 87.3 20,413 87.8   57,798 86.7

売上総利益     3,270 12.7 2,823 12.2   8,850 13.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   3,797 14.8 3,978 17.1   7,757 11.7

営業利益 
又は営業損失
（△） 

    △526 △2.1 △1,155 △4.9   1,093 1.6

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   7   2 18   

２ 受取配当金   84   96 105   

３ 特許実施料収入   11   10 16   

４ 負ののれん償却額   3   3 7   

５ その他   50 156 0.6 55 168 0.7 106 254 0.4

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   38   24 80   

２ 手形売却損   0   0 1   

３ 支払手数料   1   8 8   

４ 前受金保証料   5   6 12   

５ 為替差損   2   － 0   

６ その他   6 54 0.2 8 47 0.2 15 117 0.2

経常利益 
又は経常損失
（△） 

    △424 △1.7 △1,034 △4.4   1,230 1.8

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※２ 15   5 53   

２ 投資有価証券売却
益 

  99   33 109   

３ 貸倒引当金戻入益   1   2 73   

４ 前期損益修正益   －   6 12   

５ その他   12 128 0.5 0 48 0.2 9 258 0.4

            

Ⅶ 特別損失           

１ 会員権評価損   10   0 17   

２ 退職加算金   12   12 42   

３ 固定資産売却損 ※３ 23   11 41   

４ 減損損失 ※４ －   － 39   

５ その他   11 57 0.2 12 36 0.2 97 238 0.4

税金等調整前中間
純損失（△）又は
税金等調整前当期
純利益 

    △353 △1.4 △1,021 △4.4   1,249 1.8

法人税、住民税及
び事業税 

  48   65 101   

過年度法人税等   －   － △38   

法人税等調整額   23 72 0.3 110 176 0.8 5 68 0.1

中間純損失（△） 
又は当期純利益 

    △425 △1.7 △1,198 △5.2   1,181 1.7

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高（百万円） 6,119 6,358 23,875 △1,696 34,657 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）   △526   △526 

中間純損失   △425   △425 

自己株式の取得   △0 △0 

            

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

        

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円） 

－ － △952 △0 △952 

平成18年９月30日残高（百万円） 6,119 6,358 22,923 △1,696 33,704 

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日残高（百万円） 1,414 △1,053 82 444 35,101 

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）     △526 

中間純損失     △425 

自己株式の取得     △0 

            

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△266 － 1 △264 △264 

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円） 

△266 － 1 △264 △1,217 

平成18年９月30日残高（百万円） 1,148 △1,053 84 179 33,884 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高（百万円） 6,119 6,358 24,530 △1,696 35,311

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当   △421   △421

中間純損失   △1,198   △1,198

自己株式の取得   △0 △0

非連結子会社の新規連結に伴う
剰余金の増加 

  9   9

            

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

    

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円） 

－ － △1,609 △0 △1,610

平成19年９月30日残高（百万円） 6,119 6,358 22,920 △1,697 33,701

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

平成19年３月31日残高（百万円） 995 △1,053 85 27 35,339

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当     △421

中間純損失     △1,198

自己株式の取得     △0

非連結子会社の新規連結に伴う
剰余金の増加 

    9

            

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△307 － △3 △311 △311

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円） 

△307 － △3 △311 △1,921

平成19年９月30日残高（百万円） 688 △1,053 81 △283 33,418



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高（百万円） 6,119 6,358 23,875 △1,696 34,657

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）   △526   △526

当期純利益   1,181   1,181

自己株式の取得   △0 △0

            

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

    

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 654 △0 654

平成19年３月31日残高（百万円） 6,119 6,358 24,530 △1,696 35,311

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証券評
価差額金 

土地再評価差額金 為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日残高（百万円） 1,414 △1,053 82 444 35,101

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）     △526

当期純利益     1,181

自己株式の取得     △0

            

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△419 － 2 △416 △416

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△419 － 2 △416 237

平成19年３月31日残高（百万円） 995 △1,053 85 27 35,339



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キャッ
シュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

１ 税金等調整前中間純
損失(△）又は税金
等調整前当期純利益 

  △353 △1,021 1,249 

２ 減価償却費   540 613 1,132 

３ 減損損失   － － 39 

４ 負ののれん償却額   △3 △3 △7 

５ 貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  △651 66 55 

６ 完成工事補償引当金
の増減額（減少：
△） 

  △4 △1 △3 

７ 工事損失引当金の増
減額（減少：△） 

  － △16 335 

８ 退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

  △130 △124 64 

９ 役員退職慰労引当金
の増減額（減少：
△） 

  △402 － △402 

10 債務保証損失引当金
の増減額（減少：
△） 

  △13 △2 △13 

11 受取利息及び受取配
当金 

  △91 △99 △123 

12 支払利息   38 24 80 

13 手形売却損益（益：
△） 

  0 0 1 

14 投資有価証券売却損
益（益：△） 

  △99 △33 △109 

15 投資有価証券評価損   － 0 20 

16 会員権評価損   10 0 17 

17 売上債権の増減額
（増加：△） 

  6,426 12,485 △2,445 

18 未成工事支出金の増
減額（増加：△） 

  △2,812 △5,009 △887 

19 たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  △29 23 △22 

20 仕入債務の増減額
（減少：△） 

  △3,344 △5,731 1,087 

21 未成工事受入金の増
減額（減少：△） 

  1,101 3,558 467 

22 その他   269 △839 △12 

小計   452 3,890 522 

23 利息及び配当金の受
取額 

  91 99 123 

24 利息の支払額   △38 △24 △80 

25 手形売却による支払
額 

  △0 △0 △1 

26 法人税等の支払額   △122 △113 △150 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  382 3,851 414 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キャッ
シュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

１ 有形固定資産・無形
固定資産の取得によ
る支出 

  △454 △274 △1,101 

２ 有形固定資産・無形
固定資産の売却によ
る収入 

  171 75 676 

３ 投資有価証券の取得
による支出 

  △1,262 △1,484 △2,121 

４ 投資有価証券の売却
による収入 

  929 1,307 1,759 

５ 定期預金の預入によ
る支出 

  － △100 － 

６ 保険解約による収入   － 149 － 

７ その他   10 △21 193 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △606 △348 △592 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

１ 短期借入金の純増減
額（減少：△） 

  1,803 △1,007 1,291 

２ 長期借入金返済によ
る支出 

  △235 － △236 

３ 配当金の支払額   △523 △421 △527 

４ 自己株式取得による
支出 

  △0 △0 △0 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,043 △1,428 527 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  0 △1 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

  820 2,071 349 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  5,630 5,979 5,630 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及
び現金同等物の増減額 

  － 107 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  6,450 8,158 5,979 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社数    ４社 

連結子会社 

㈱アウラ・ルガール 

RAITO,INC. 

㈱トゥエンティーワン・クリエ

ート 

㈱小野良組 

連結子会社数    ７社 

連結子会社 

㈱アウラ・ルガール 

RAITO,INC. 

㈱小野良組 

㈱シーイー・クリエート 

㈱九州リアライズ 

㈱東北リアライズ 

㈱みちのくリアライズ  

（注）㈱シーイー・クリエー

ト、㈱九州リアライズ、㈱東北

リアライズ、㈱みちのくリアラ

イズにつきましては、重要性が

増したため、 当中間期より連

結子会社といたしました。 

連結子会社数    ３社 

連結子会社 

㈱アウラ・ルガール 

RAITO,INC. 

㈱小野良組 

（注）連結子会社㈱トゥエンテ

ィワン・クリエートは平成17年

３月15日開催の同社臨時株主総

会において解散を決議し、平成

19年３月27日に清算結了いたし

ました。 

  非連結子会社名 

㈱シーイー・クリエート 

㈱九州リアライズ 

㈱東北リアライズ 

㈱エド・エンタープライズ 

㈱みちのくリアライズ 

ソルデータ・ジャパン㈱ 

RAITO SINGAPORE PTE.LTD. 

㈱やさしい手らいと 

非連結子会社名 

㈱エド・エンタープライズ 

RAITO SINGAPORE PTE.LTD. 

㈱やさしい手らいと 

非連結子会社名 

㈱シーイー・クリエート 

㈱九州リアライズ 

㈱東北リアライズ 

㈱エド・エンタープライズ 

㈱みちのくリアライズ 

ソルデータ・ジャパン㈱ 

RAITO SINGAPORE PTE.LTD. 

㈱やさしい手らいと 

   非連結子会社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしてお

りません。 

同左  非連結子会社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしておりま

せん。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法非適用の非連結子会社名 

㈱シーイー・クリエート 

㈱九州リアライズ 

㈱東北リアライズ 

㈱エド・エンタープライズ 

㈱みちのくリアライズ 

ソルデータ・ジャパン㈱ 

RAITO SINGAPORE PTE.LTD. 

㈱やさしい手らいと 

持分法非適用の非連結子会社名 

㈱エド・エンタープライズ 

RAITO SINGAPORE PTE.LTD. 

㈱やさしい手らいと 

持分法非適用の非連結子会社名 

㈱シーイー・クリエート 

㈱九州リアライズ 

㈱東北リアライズ 

㈱エド・エンタープライズ 

㈱みちのくリアライズ 

ソルデータ・ジャパン㈱ 

RAITO SINGAPORE PTE.LTD. 

㈱やさしい手らいと 

   上記の持分法非適用の非連結子

会社は、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用から除外

しております。 

 同左  上記の持分法非適用の非連結子

会社は、連結純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用から除外

しております。 

３ 連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は中間

連結財務諸表提出会社と同一であ

ります。 

同左  連結子会社の事業年度は連結財

務諸表提出会社と同一でありま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定しております。） 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定しております。） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  たな卸資産 

① 未成工事支出金 

個別法による原価法 

たな卸資産 

① 未成工事支出金 

同左 

たな卸資産 

① 未成工事支出金 

同左 

  ② 材料貯蔵品 

先入先出法による原価法 

② 材料貯蔵品 

同左 

② 材料貯蔵品 

同左 

  ───── ───── ───── 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は主と

して定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）は定額法）によって

おります。 

 耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

 在外連結子会社は主として見積

耐用年数に基づく定額法によって

おります。 

有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は主と

して定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）は定額法）によって

おります。 

 耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

 在外連結子会社は主として見積

耐用年数に基づく定額法によって

おります。 

（会計方針の変更） 

  法人税法の改正（（所得税法等

の一部を改正する法律 平成19年

３月30日 法律第６号）及び（法

人税法施行令の一部を改正する政

令 平成19年３月30日 政令83

号））に伴い、平成19年４月１日

以降に取得したものについては、

改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。 

 この変更に伴い、当中間連結会

計期間の減価償却費は従来の方法

によった場合と比較して５百万円

増加し、営業損失、経常損失及び

税金等調整前中間純損失はそれぞ

れ４百万円増加しております。 

有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は主と

して定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）は定額法）によって

おります。 

 耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

 在外連結子会社は主として見積

耐用年数に基づく定額法によって

おります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

    

  

  

（追加情報） 

 なお、平成19年３月31日以前に

取得したものについては、償却可

能限度額まで償却が終了した翌連

結会計年度から５年間で均等償却

する方法によっております。 

 この変更に伴い、当中間連結会

計期間の減価償却費は従来の方法

によった場合と比較して77百万円

増加し、営業損失、経常損失及び

税金等調整前中間純損失はそれぞ

れ64百万円増加しております。 

  

  

  無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒によ

る損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用

に備えるため、当中間連結会計期

間末に至る１年間の完成工事高に

対する将来の見積補償額に基づい

て計上しております。 

完成工事補償引当金 

同左 

完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用

に備えるため、当連結会計年度の

完成工事高に対する将来の見積補

償額に基づいて計上しておりま

す。 

   ───── 

  

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当中間連結会計期間末

手持工事のうち損失の発生が見込

まれ、かつ、その金額を合理的に

見積もることが出来る工事につい

て損失見込額を計上しておりま

す。 

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当連結会計年度末手持

工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見

積もることが出来る工事について

損失見込額を計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（15年）による定

額法により翌連結会計年度から費

用処理することとしております。 

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（15年）による定額法

により費用処理することとしてお

ります。 

 また、国内連結子会社のうち１

社は、簡便法により中間連結会計

期間末要支給額の100％を計上し

ております。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（15年）による定

額法により翌連結会計年度から費

用処理することとしております。 

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（15年）による定額法

により費用処理することとしてお

ります。 

 また、国内連結子会社のうち１

社は、簡便法により当連結会計年

度末要支給額の100％を計上してお

ります。 

  （追加情報） 

 平成18年５月19日開催の取締役

会及び、平成18年６月29日開催の

定時株主総会において役員退職慰

労金制度を廃止することといたし

ました。これに伴い役員退職慰労

引当金は内規により確定した金額

を固定負債の「その他」に含めて

表示しております。 

────── 

  

（追加情報） 

 平成18年５月19日開催の取締役

会及び、平成18年６月29日開催の

定時株主総会において役員退職慰

労金制度を廃止することといたし

ました。これに伴い役員退職慰労

引当金は内規により確定した金額

を固定負債の「その他」に含めて

表示しております。 

  債務保証損失引当金 

 債務保証に係る損失に備えるた

め、保証先の財政状態等を勘案

し、負担損失見込額を計上してお

ります。 

債務保証損失引当金 

同左 

債務保証損失引当金 

同左 

(4）完成工事高の計上基準  国内会社は工事完成基準、在外

子会社は工事進行基準によってお

ります。 

同左 同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(6）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等に相当する額の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

  ────── 

  

中間連結会計期間にかかる納付税

額及び法人税等調整額 

 中間連結会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している圧縮記帳積立

金の取崩を前提として、当連結中

間会計期間にかかる金額を計算し

ております。 

────── 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

負ののれんの償却に関す

る事項 

 負ののれんの償却については、

その個別案件ごとに判断し、20年

以内の合理的な年数で償却してお

ります。ただし、金額が僅少なも

のについては、発生時一括償却を

しております。 

 中間連結財務諸表規則の改正に

よる中間連結財務諸表の表示に関

する変更は以下のとおりでありま

す。 

同左  負ののれんの償却については、

その個別案件ごとに判断し、20年

以内の合理的な年数で償却してお

ります。ただし、金額が僅少なも

のについては、発生時一括償却を

しております。 

 連結財務諸表規則の改正による

連結財務諸表の表示に関する変更

は以下のとおりであります。 

  （中間連結貸借対照表） 

 「連結調整勘定」は当中間連結

会計期間から「負ののれん」とし

て表示しております。 

 ───── （連結貸借対照表） 

 「連結調整勘定」は当連結会計

年度から「負ののれん」として表

示しております。 

  （中間連結損益計算書） 

 「連結調整勘定償却額」は当中

間連結会計期間から「負ののれん

償却額」として表示しておりま

す。 

 ───── （連結損益計算書） 

 「連結調整勘定償却額」は当連

結会計年度から「負ののれん償却

額」として表示しております。 

  （中間連結キャッシュ・フロー計

算書） 

 「連結調整勘定償却額」は当中

間連結会計期間から「負ののれん

償却額」として表示しておりま

す。 

 ───── （連結キャッシュ・フロー計算

書） 

 「連結調整勘定償却額」は当連

結会計年度から「負ののれん償却

額」として表示しております。 

６ 中間連結（連結）キャッ

シュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

 当中間連結会計期間から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 なお従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は33,884百万円であります。 

 中間連結財務諸表規則の改正により、当中

間連結会計期間における中間連結財務諸表

は、改正後の中間連結財務諸表規則により作

成しております。 

 ────────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 なお従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は35,339百万円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会

計年度における連結財務諸表は、改正後の連

結財務諸表規則により作成しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

──────  （中間連結損益計算書） 

  「前期損益修正益」は、前中間連結会計期間末は、特

別利益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

中間連結会計期間末において重要性が増したため区分掲

記しております。 

  なお、前中間連結会計期間末の「前期損益修正益」の

金額は、12百万円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 

27,162百万円 27,569百万円 27,235百万円 

 ２ 保証債務 

他社の金融機関からの借入に対し、債

務保証を行っております。 

 ２ 保証債務 

他社の金融機関からの借入に対し、債

務保証を行っております。 

 ２ 保証債務 

他社の金融機関からの借入に対し、債

務保証を行っております。 

RAITO SINGAPORE 18百万円 

PTE.LTD (0百万S$)

(保証限度額 1百万S$)

RAITO SINGAPORE －百万円 

PTE.LTD ( －百万S$)

(保証限度額 1百万S$)

RAITO SINGAPORE  18百万円 

PTE.LTD (0百万S$)

(保証限度額 1百万S$)

 ３ 受取手形割引高  ３ 受取手形割引高   

603百万円 466百万円   

※４ 当社グループは、運転資金の効率的な

運用を行うため、取引銀行７行と当座

貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。当中間連結会計

期間末における当座貸越契約及び貸出

コミットメントに係る借入未実行残高

は次のとおりであります。 

※４ 当社グループは、運転資金の効率的な

運用を行うため、取引銀行６行と当座

貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。当中間連結会計

期間末における当座貸越契約及び貸出

コミットメントに係る借入未実行残高

は次のとおりであります。 

※４ 当社グループは、運転資金の効率的な

運用を行うため、取引銀行６行と当座

貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。当連結会計年度

末における当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントに係る借入未実行残高は次

のとおりであります。 

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額 

5,322百万円

借入実行残高 2,619 

差引額 2,702 

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額 

8,274百万円

借入実行残高  1,143 

差引額 7,130 

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額 

8,326百万円

借入実行残高 2,158 

差引額 6,167 

※５ 担保資産及び担保付債務 ※５ 担保資産及び担保付債務 ※５ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のとおり

であります。 

担保に供している資産は、次のとおり

であります。 

担保に供している資産は、次のとおり

であります。 

土地 31百万円 建物 2百万円

土地 12 

合計 15 

建物 2百万円

土地 50 

合計 52 

担保付債務は以下のとおりでありま

す。 

担保付債務は以下のとおりでありま

す。 

担保付債務は以下のとおりであ

ります。 

その他（長期未払

金） 
31百万円

債務保証損失引当金 15百万円

債務保証損失引当金 15百万円 長期未払金 31百万円

債務保証損失引当金 15百万円

※６ 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって

決済処理しております。 

※６ 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって

決済処理しております。 

 ※６ 連結会計年度末日満期手形の処理に

ついては、手形交換日をもって決済

処理しております。 

なお、当中間連結会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の満期

手形が中間会計期間末日残高に含まれ

ております。 

なお、当中間連結会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の満期

手形が中間会計期間末日残高に含まれ

ております。 

なお、当中間連結会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の満期

手形が中間会計期間末日残高に含まれ

ております。 

受取手形 2百万円

支払手形 3 

受取手形割引高 356 

受取手形 75百万円

受取手形割引高 166 

受取手形 263百万円

支払手形  326 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ このうち、主要な費用及び金額は、次

のとおりであります。 

※１ このうち、主要な費用及び金額は、次

のとおりであります。 

※１ このうち、主要な費用及び金額は、次

のとおりであります。 

従業員給料手当 1,872百万円

退職給付費用 57百万円

通信交通費 379百万円

従業員給料手当 1,992百万円

退職給付費用 65百万円

通信交通費 365百万円

貸倒引当金繰入額 190百万円

従業員給料手当 3,728百万円

退職給付費用 117百万円

役員退職慰労引当金

繰入額 
11百万円

貸倒引当金繰入額 179百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 

機械 7百万円

車両運搬具 5 

土地 2 

計 15 

機械 5百万円

その他 0 

計 5 

機械 45百万円

土地  2 

その他 5 

計 53 

※３ 固定資産売却損の内訳 ※３ 固定資産売却損の内訳 ※３ 固定資産売却損の内訳 

機械 7百万円

土地 4 

投資有価証券 7 

その他 2 

計 23 

機械 7百万円

土地 4 

その他 0 

計 11 

機械 25百万円

土地  4 

投資有価証券  7 

その他 3 

計 41 

───── ───── ※４ 減損損失 

(1）減損損失の概要 

当社グループは、遊休資産に係る市

場価額の著しい低下に対し、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、該当

減少額を減損損失（39百万円）とし

て特別損失に計上いたしました。 

    場所 用途 種類 減損損失 

宮城県 
仙台市 

遊休 土地 39百万円 

    なお、当該資産の回収可能価額は正

味売却価額により測定しており、不

動産鑑定評価基準、路線価による相

続税評価額等及び売却予定価額を基

礎とした指標により評価しておりま

す。 

  

  

  

  

(2）主な資産のグルーピング方法 

グルーピング方法は、事業用資産は

各収益管理単位毎に、遊休資産につ

いては個別の物件毎に行っておりま

す。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

２ 自己株式に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加569株は単元未満株式の買取りによる増加であります。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

２ 自己株式に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加1,071株は単元未満株式の買取りによる増加であります。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

株式の種類 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数（株） 

普通株式（株） 57,804,450 － － 57,804,450 

株式の種類 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数（株） 

普通株式（株） 5,134,609 569 － 5,135,178 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 526 10.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

株式の種類 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数（株） 

普通株式（株） 57,804,450 － － 57,804,450 

株式の種類 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数（株） 

普通株式（株） 5,136,021 1,071 － 5,137,092 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 421 8.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

２ 自己株式に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加1,412株は単元未満株式の買取りによる増加であります。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

株式の種類 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

普通株式（株） 57,804,450 － － 57,804,450 

株式の種類 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

普通株式（株） 5,134,609 1,412 － 5,136,021 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 526 10.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 
株式の種類

配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 421 利益剰余金 8.00  平成19年３月31日 平成19年６月29日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日） 

現金預金勘定 6,450百万円

現金及び現金同等物 6,450 

現金預金勘定 8,858百万円

預入期間が3か月を超える

定期預金 

△700百万円

現金及び現金同等物 8,158 

現金預金勘定 5,979百万円

現金及び現金同等物 5,979 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置 449 240 209 

工具器具・
備品 

113 72 41 

車両運搬具 96 54 42 

合計 659 367 292 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置 325 172 153

工具器具・
備品 

161 46 114

車両運搬具 109 47 62

合計 596 266 329

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 423 232 191

工具器具・
備品 

109 62 47

車両運搬具 64 31 33

合計 598 326 272

なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が、有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 113百万円

１年超 178 

合計 292 

１年内 117百万円

１年超 211 

合計 329 

１年内 105百万円

１年超 166 

合計 272 

なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は未経過リース料中間期末残高

が、有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

同左 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

③ 支払リース料、減価償却費相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額 ③ 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 65百万円

減価償却費相当額 65 

支払リース料 66百万円

減価償却費相当額 66 

支払リース料 105百万円

減価償却費相当額 105 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 1百万円

１年超 2 

合計 4 

１年内 1百万円

１年超 1 

合計 3 

１年内 1百万円

１年超 2 

合計 3 



（有価証券関係） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結（連結）貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

  前中間連結会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年4月1日 至平成19

年9月30日）、及び前連結会計年度（自平成18年4月1日 至平成19年3月31日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円）

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円）

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

(1）株式 1,508 3,464 1,955 1,514 2,758 1,244 1,512 3,213 1,701 

(2）その他 1,237 1,213 △24 1,476 1,389 △86 1,272 1,246 △26 

合計 2,746 4,677 1,931 2,990 4,148 1,158 2,785 4,460 1,675 

  
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

非上場株式 

（店頭売買株式を除く）（百万円） 
86 80 75 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（平成19年４月１日～平成19年９月30日） 

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 （注） 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1）事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 

(2）各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業      ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

商品・資材販売等事業：建設資材等の販売、車両・建設機械のリース及び環境関連機器の販売等に関する

事業 

  
建設事業 
（百万円） 

商品・資材販
売等事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 25,573 146 25,720 － 25,720 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
18 437 456 (456) － 

計 25,591 584 26,176 (456) 25,720 

営業費用 26,121 575 26,697 (450) 26,246 

営業利益又は営業損失（△） △530 9 △520 (5) △526 

  
建設事業 
（百万円） 

商品・資材販
売等事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 22,997 240 23,237 － 23,237 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
1 380 381 (381) － 

計 22,998 620 23,618 (381) 23,237 

営業費用 24,229 587 24,816 (424) 24,392 

営業利益又は営業損失（△） △1,231 32 △1,198 43 △1,155 

  
建設事業 
（百万円） 

商品・資材販
売等事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 66,424 223 66,648 － 66,648 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
36 1,378 1,414 (1414) － 

計 66,461 1,601 68,062 (1414) 66,648 

営業費用 65,392 1,574 66,967 (1412) 65,555 

営業利益又は営業損失（△） 1,068 27 1,095 (2) 1,093 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、中間連結財務諸表

規則様式第二号（記載上の注意10）に基づき、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（平成19年４月１日～平成19年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、中間連結財務諸表

規則様式第二号（記載上の注意10）に基づき、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第二号（記載上の注意11）に基づき、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、中間連結財務諸表規則様式第三号（記載上の注意５）に基づ

き、海外売上高の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（平成19年４月１日～平成19年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、中間連結財務諸表規則様式第三号（記載上の注意５）に基づ

き、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、連結財務諸表規則様式第三号（記載上の注意５）に基づき、海

外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） 算定上の基礎 

１ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

２ １株当たり中間純損失（△）又は当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(2）【その他】 

  当社は、愛媛県所在の官公庁等が発注する法面保護工事の入札に関し、平成16年11月12日付で公正取引委員

会から、独占禁止法の定めに基づく排除勧告を受け、現在審判中であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 643.34円

１株当たり中間純損失

（△） 
△8.08円

１株当たり純資産額 634.51円

１株当たり中間純損失

（△） 
△22.75円

１株当たり純資産額 670.98円

１株当たり当期純利益 22.43円

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間純損失（△） 

又は当期純利益（百万円） 
△425 △1,198 1,181 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間純損失（△） 

又は当期純利益（百万円） 
△425 △1,198 1,181 

普通株式の期中平均株式数（株） 52,669,606 52,667,903 52,669,165 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金預金   5,495   7,614 4,580   

２ 受取手形 ※６ 3,548   2,837 4,676   

３ 完成工事未収入金   12,489   9,681 19,481   

４ 未成工事支出金   10,264   13,521 8,721   

５ 材料貯蔵品   159   149 156   

６ 繰延税金資産   238   249 257   

７ その他 ※４ 1,345   1,707 1,365   

貸倒引当金   △183   △188 △207   

流動資産合計     33,357 57.9 35,573 61.1   39,031 61.6

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物   2,656   2,512 2,588   

(2）機械装置   2,301   2,166 2,329   

(3）土地   9,121   9,121 9,121   

(4）その他   1,090   783 838   

有形固定資産計   15,169   26.3 14,583 25.1 14,877   23.5

２ 無形固定資産   68   0.1 69 0.1 70   0.1

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券   6,296   5,569 5,888   

(2）関係会社長期貸
付金 

  4,763   600 1,000   

(3）繰延税金資産   655   682 576   

(4）その他   2,219   1,869 2,561   

貸倒引当金   △4,884   △751 △689   

投資その他の資産
計 

  9,051   15.7 7,969 13.7 9,336   14.8

固定資産合計     24,289 42.1 22,622 38.9   24,285 38.4

資産合計     57,647 100.0 58,196 100.0   63,317 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 ※６ 3,163   3,195 5,217   

２ 工事未払金   9,363   8,124 10,999   

３ 短期借入金 ※５ 1,500   600 1,800   

４ 未払法人税等   100   22 88   

５ 未成工事受入金   6,063   8,785 5,421   

６ 完成工事補償引当
金 

  37   34 36   

７ 工事損失引当金   －   303 265   

８ その他   1,407   1,732 2,072   

流動負債合計     21,635 37.5 22,799 39.2   25,902 40.9

Ⅱ 固定負債           

１ 再評価に係る繰延
税金負債 

  1,435   1,435 1,435   

２ 退職給付引当金   158   230 354   

３ その他   386   254 387   

固定負債合計     1,980 3.5 1,920 3.3   2,176 3.4

負債合計     23,615 41.0 24,720 42.5   28,079 44.3

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     6,119 10.6 6,119 10.5   6,119 9.7

２ 資本剰余金           

(1）資本準備金   6,358   6,358 6,358   

資本剰余金合計     6,358 11.0 6,358 10.9   6,358 10.0

３ 利益剰余金           

(1）利益準備金   1,221   1,221 1,221   

(2）その他利益剰余
金 

          

圧縮記帳積立金   52   46 46   

別途積立金   21,758   21,758 21,758   

繰越利益剰余金   122   33 1,487   

利益剰余金合計     23,155 40.1 23,060 39.6   24,514 38.7

４ 自己株式     △1,696 △2.9 △1,697 △2.9   △1,696 △2.7

株主資本合計     33,936 58.8 33,840 58.1   35,294 55.7

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評
価差額金 

    1,148 2.0 688 1.2   995 1.6

２ 土地再評価差額金     △1,053 △1.8 △1,053 △1.8   △1,053 △1.6

評価・換算差額等合
計 

    95 0.2 △364 △0.6   △57 △0.0

純資産合計     34,031 59.0 33,475 57.5   35,237 55.7

負債純資産合計     57,647 100.0 58,196 100.0   63,317 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高           

完成工事高     24,179 100.0 21,016 100.0   61,713 100.0 

Ⅱ 売上原価           

完成工事原価     20,990 86.8 18,463 87.9   53,135 86.1

売上総利益           

完成工事総利益     3,189 13.2 2,552 12.1   8,577 13.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    3,485 14.4 3,558 16.9   7,146 11.6

営業利益又は営業
損失（△） 

    △295 △1.2 △1,006 △4.8   1,431 2.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   177 0.7 158 0.8   261 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   20 0.1 29 0.1   50 0.0

経常利益又は経常
損失（△） 

    △138 △0.6 △876 △4.2   1,642 2.7

Ⅵ 特別利益 ※３   114 0.5 39 0.2   139 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４   246 1.0 31 0.1   526 0.9

税引前中間純損失
（△）又は当期純
利益 

    △271 △1.1 △868 △4.1   1,255 2.0

法人税、住民税及
び事業税 

  45   53 87   

過年度法人税等   －   － △38   

法人税等調整額   27 72 0.3 110 164 0.8 192 240 0.4

中間純損失（△）
又は当期純利益 

    △343 △1.4 △1,032 △4.9   1,015 1.6

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  株主資本 

  
資本金 

資本剰余金 

  資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高（百万円） 6,119 6,358 6,358 

中間会計期間中の変動額 

  圧縮記帳積立金の取崩額（注） 

  別途積立金の取崩額（注） 

  剰余金の配当（注） 

  中間純損失 

  自己株式の取得 

株主資本以外の項目の中間会計期間中の
変動額（純額） 

中間会計期間中の変動額合計（百万円） － － －

平成18年９月30日残高（百万円） 6,119 6,358 6,358 

  株主資本 

  利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

  

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

  
圧縮記帳積
立金 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日残高（百万円） 1,221 55 25,558 △2,809 24,025 △1,696 34,806 

中間会計期間中の変動額     

圧縮記帳積立金の取崩額（注）   △2 2 －   － 

別途積立金の取崩額（注）   △3,800 3,800 －   － 

剰余金の配当（注）   △526 △526   △526 

中間純損失   △343 △343   △343 

自己株式の取得   △0 △0 

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） 

              

中間会計期間中の変動額合計（百万円） － △2 △3,800 2,931 △870 △0 △870 

平成18年９月30日残高（百万円） 1,221 52 21,758 122 23,155 △1,696 33,936 

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証券評価差
額金 

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日残高（百万円） 1,414 △1,053 361 35,168 

中間会計期間中の変動額   

圧縮記帳積立金の取崩額（注）   

別途積立金の取崩額（注）   －

剰余金の配当（注）   △526 

中間純損失   △343 

自己株式の取得   △0 

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） 

△266 － △266 △266 

中間会計期間中の変動額合計（百万円） △266 － △266 △1,137 

平成18年９月30日残高（百万円） 1,148 △1,053 95 34,031 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

  株主資本 

  
資本金 

資本剰余金 

  資本準備金 資本剰余金合計 

平成19年３月31日残高（百万円） 6,119 6,358 6,358

中間会計期間中の変動額 

  剰余金の配当 

  中間純損失 

  自己株式の取得 

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） 

中間会計期間中の変動額合計（百万円） － － －

平成19年９月30日残高（百万円） 6,119 6,358 6,358

  株主資本 

  利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

  

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

  
圧縮記帳積
立金 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

平成19年３月31日残高（百万円） 1,221 46 21,758 1,487 24,514 △1,696 35,294

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当   △421 △421   △421

中間純損失   △1,032 △1,032   △1,032

自己株式の取得   △0 △0

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） 

              

中間会計期間中の変動額合計（百万円） － － － △1,454 △1,454 △0 △1,454

平成19年９月30日残高（百万円） 1,221 46 21,758 33 23,060 △1,697 33,840

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証券評価差
額金 

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成19年３月31日残高（百万円） 995 △1,053 △57 35,237

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当   △421

中間純損失   △1,032

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額） 

△307 － △307 △307

中間会計期間中の変動額合計（百万円） △307 － △307 △1,761

平成19年９月30日残高（百万円） 688 △1,053 △364 33,475



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  株主資本 

  
資本金 

資本剰余金 

  資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高（百万円） 6,119 6,358 6,358

事業年度中の変動額 

  圧縮記帳積立金の取崩額（注） 

  別途積立金の取崩額（注） 

  剰余金の配当（注） 

  当期純利益 

  圧縮記帳積立金の取崩額 

  自己株式の取得 

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額） 

事業年度中の変動額合計（百万円） － － －

平成19年３月31日残高（百万円） 6,119 6,358 6,358

  株主資本 

  利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

  

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

  
圧縮記帳積
立金 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日残高（百万円） 1,221 55 25,558 △2,809 24,025 △1,696 34,806

事業年度中の変動額     

圧縮記帳積立金の取崩額（注）   △2 2 －   －

別途積立金の取崩額（注）   △3,800 3,800 －   －

剰余金の配当（注）   △526 △526   △526

当期純利益   1,015 1,015   1,015

圧縮記帳積立金の取崩額   △6 6 －   －

自己株式の取得   △0 △0

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額） 

              

事業年度中の変動額合計（百万円） － △8 △3,800 4,296 488 △0 487

平成19年３月31日残高（百万円） 1,221 46 21,758 1,487 24,514 △1,696 35,294

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価証券評価差
額金 

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日残高（百万円） 1,414 △1,053 361 35,168

事業年度中の変動額   

圧縮記帳積立金の取崩額（注）   －

別途積立金の取崩額（注）   －

剰余金の配当（注）   △526

当期純利益   1,015

 圧縮記帳積立金の取崩額   －

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額） 

△418 － △418 △418

事業年度中の変動額合計（百万円） △418 － △418 69

平成19年３月31日残高（百万円） 995 △1,053 △57 35,237



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

有価証券 

① 子会社株式 

同左 

有価証券 

① 子会社株式 

同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し売却原価は移動平均法

により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  たな卸資産 たな卸資産 たな卸資産 

  ① 未成工事支出金 

個別法による原価法 

① 未成工事支出金 

同左 

① 未成工事支出金 

同左 

  ② 材料貯蔵品 

先入先出法による原価法 

② 材料貯蔵品 

同左 

② 材料貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については定額

法）によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法の規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 

有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）は定額法）によってお

ります。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 

（会計方針の変更） 

  法人税法の改正（（所得税法等

の一部を改正する法律 平成19年

３月30日 法律第６号）及び（法

人税法施行令の一部を改正する政

令 平成19年３月30日 政令83

号））に伴い、平成19年４月１日

以降に取得したものについては、

改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。 

 この変更に伴い、当中間会計期

間の減価償却費は従来の方法によ

った場合と比較して５百万円増加

し、営業損失、経常損失及び税引

前中間純損失はそれぞれ４百万円

増加しております。 

（追加情報） 

 なお、平成19年３月31日以前に

取得したものについては、償却可

能限度額まで償却が終了した翌連

結会計年度から５年間で均等償却

する方法によっております。 

 この変更に伴い、当中間会計期

間の減価償却費は従来の方法によ

った場合と比較して76百万円増加

し、営業損失、経常損失及び税引

前中間純損失はそれぞれ63百万円

増加しております。 

有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）は定額法）によってお

ります。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

 ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒によ

る損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用

に備えるため、当中間会計期間末

に至る１年間の完成工事高に対す

る将来の見積補償額に基づいて計

上しております。 

完成工事補償引当金 

同左 

完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用

に備えるため、当期の完成工事高

に対する将来の見積補償額に基づ

いて計上しております。 

  ───── 工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当中間会計期間末手持

工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見

積もることが出来る工事について

損失見込額を計上しております。 

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当事業年度末手持工事

のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積もる

ことが出来る工事について損失見

込額を計上しております。 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（15年）による定

額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

 過去勤務債務は、各期の発生時

における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（15年）によ

る定額法により費用処理すること

としております。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、各期の発

生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（15年）

による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。 

 過去勤務債務は、各期の発生時

における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（15年）によ

る定額法により費用処理すること

としております。 

  （追加情報） 

 平成18年５月19日開催の取締役

会及び、平成18年６月29日開催の

定時株主総会において役員退職慰

労金制度を廃止することといたし

ました。これに伴い役員退職慰労

引当金は内規により確定した金額

を固定負債の「その他」に含めて

表示しております。 

  （追加情報） 

 平成18年５月19日開催の取締役

会及び、平成18年６月29日開催の

定時株主総会において役員退職慰

労金制度を廃止することといたし

ました。これに伴い役員退職慰労

引当金は内規により確定した金額

を固定負債の「その他」に含めて

表示しております。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４ 完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、工事完成

基準によっております。 

同左 同左 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等に相当する額の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

  ────── 
  

中間会計期間に係る納付税額及び

法人税等調整額 

 中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当期におい

て予定している圧縮記帳積立金の

取崩を前提として、当中間会計期

間に係る金額を計算しておりま

す。 

────── 
  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

 当中間会計期間から「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 なお従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は34,031百万円であります。 

 中間財務諸表等規則の改正により、当中間

会計期間における中間財務諸表は、改正後の

中間財務諸表等規則により作成しておりま

す。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 なお従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は35,237百万円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度

における財務諸表は、改正後の財務諸表規則

により作成しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 

26,243百万円 26,631百万円 26,283百万円 

 ２ 保証債務 

他社の金融機関からの借入に対し、債

務保証を行っております。 

 ２ 保証債務 

他社の金融機関からの借入に対し、債

務保証を行っております。 

 ２ 保証債務 

他社の金融機関からの借入に対し、債

務保証を行っております。 

RAITO,INC. 1,438百万円 

  (12百万US$)

(保証限度額 19百万US$)

RAITO SINGAPORE 18百万円 

PTE.LTD (0百万S$)

(保証限度額 1百万S$)

RAITO,INC. 543百万円 

  (4百万US$)

(保証限度額 19百万US$)

RAITO SINGAPORE －百万円 

PTE.LTD ( －百万S$)

(保証限度額 1百万S$)

RAITO,INC. 973百万円 

  (8百万US$)

(保証限度額 19百万US$)

RAITO SINGAPORE  18百万円 

PTE.LTD (0百万S$)

(保証限度額 1百万S$)

 ３ 受取手形割引高  ３ 受取手形割引高 ───── 

603百万円 466百万円  

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産「その他」に含めて

表示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

───── 

※５ 運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行６行と貸出コミットメント契約

を締結しております。当中間会計期間

末における貸出コミットメントに係る

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

※５ 運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行５行と貸出コミットメント契約

を締結しております。当中間会計期間

末における貸出コミットメントに係る

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

※５ 運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行５行と貸出コミットメント契約

を締結しております。当事業年度末に

おける貸出コミットメントに係る借入

未実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメント

の総額 
3,000百万円

借入実行残高 1,500 

差引額 1,500 

貸出コミットメント

の総額 
6,000百万円 

借入実行残高     600  

差引額  5,400  

貸出コミットメント

の総額 
6,000百万円

借入実行残高 1,800 

差引額 4,200 

※６ 中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理しております。 

※６ 中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済

処理しております。 

※６ 事業年度末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理

しております。 

なお、当中間会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の満期手形

が中間会計期間末日残高に含まれてお

ります。 

なお、当中間会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の満期手形

が中間会計期間末日残高に含まれてお

ります。 

なお、当事業年度の末日は金融機関の

休日であったため、次の満期手形が当

事業年度末日残高に含まれておりま

す。 

受取手形 2百万円

支払手形 3 

受取手形割引高 356 

受取手形 67百万円

受取手形割引高 166 

受取手形 260百万円

支払手形  326 

受取手形割引高  － 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※１ 営業外収益のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※１ 営業外収益のうち主要なものは次のと

おりであります。 

受取利息 38百万円

受取配当金 84百万円

特許実施料収入 11百万円

受取利息 7百万円

受取配当金 96百万円

固定資産賃貸収入 13百万円

受取利息 47百万円

受取配当金 105百万円

固定資産賃貸料収入 30百万円

※２ 営業外費用のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※２ 営業外費用のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※２ 営業外費用のうち主要なものは次のと

おりであります。 

支払利息 6百万円

為替差損 2百万円

支払利息  6百万円

支払手数料  8百万円

支払利息 15百万円

支払手数料 8百万円

前受金保証料 12百万円

※３ 特別利益のうち主要なものは次のとお

りであります。 

※３ 特別利益のうち主要なものは次のとお

りであります。 

※３ 特別利益のうち主要なものは次のとお

りであります。 

固定資産売却益  

  機械装置 3百万円

  車両運搬具 5 

  計 9 

投資有価証券売却益 99百万円

投資有価証券売却益 33百万円 固定資産売却益  

  機械装置 7百万円

  その他  5 

  計  13 

投資有価証券売却益 109百万円

※４ 特別損失のうち主要なものは次のとお

りであります。 

※４ 特別損失のうち主要なものは次のとお

りであります。 

※４ 特別損失のうち主要なものは次のとお

りであります。 

固定資産売却損  

  機械装置 3百万円

  投資有価証券 7 

  その他 1 

  計 12 

関係会社株式評価損 208百万円

固定資産売却損  

  機械装置 7百万円

  その他 0 

  計  7 

関係会社株式評価損 5百万円

固定資産売却損  

  機械装置 21百万円

  投資有価証券 7 

  その他  2 

  計  31 

退職加算金 42百万円

関係会社株式評価損  398 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 438百万円

無形固定資産 10百万円

有形固定資産 512百万円

無形固定資産 7百万円

有形固定資産 928百万円

無形固定資産 17百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の増加569株は単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の増加1,071株は単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の増加1,412株は単元未満株式の買取りによる増加であります。 

株式の種類 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式（株） 5,134,609 569 － 5,135,178 

株式の種類 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式（株） 5,136,021 1,071 － 5,137,092 

株式の種類 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（株） 5,134,609 1,412 － 5,136,021 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置 471 249 221 

工具器具・
備品 

79 47 32 

車輌運搬具 92 52 39 

合計 643 349 293 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置 344 181 162

工具器具・
備品 

151 44 106

車輌運搬具 110 47 62

合計 605 273 331

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 443 242 201

工具器具・
備品 

86 45 40

車輌運搬具 68 35 32

合計 598 323 274

なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 113百万円

１年超 179 

合計 293 

１年内 119百万円

１年超 212 

合計 331 

１年内 105百万円

１年超 169 

合計 274 

なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高

が、有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

同左 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が、有形

固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 64百万円

減価償却費相当額 64 

支払リース料 66百万円

減価償却費相当額 66 

支払リース料 107百万円

減価償却費相当額 107 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 1百万円

１年超 2 

合計 4 

１年内 1百万円

１年超 1 

合計 3 

１年内 1百万円

１年超 2 

合計 3 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間末）（平成18年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（当中間会計期間末）（平成19年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（前事業年度末）（平成19年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 



(2）【その他】 

 当社は、愛媛県所在の官公庁等が発注する法面保護工事の入札に関し、平成16年11月12日付で公正取引委員会

から、独占禁止法の定めに基づく排除勧告を受け、現在審判中であります。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度 第60期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

     平成19年９月14日関東財務局長に提出 

事業年度 第60期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年12月21日

ライト工業株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石原 良一  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 藤原 明   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

ライト工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ライト工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年12月20日

ライト工業株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 木村 聡   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 打越 隆   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大金 陽和  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるライト工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ライト工業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年12月21日

ライト工業株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石原 良一  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 藤原 明   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

ライト工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第60期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ライト工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年12月20日

ライト工業株式会社  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 木村 聡   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 打越 隆   ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大金 陽和  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるライト工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第61期事業年度の中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ライト工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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